別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: 新 緊急支援隊用安全靴整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　防災課　防災支援係　電話番号：058-272-1111（内2747）　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：2,898千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


大規模災害時において、県は市町村支援に係る広域調整を行う役割があり、そのため県職員で構成される「緊急支援隊」を市町村災害対策本部や現地に派遣することとしている。

そのため、緊急支援隊の業務は、屋内外、避難所、災害現場等において様々な業務が想定される。さらに、避難所運営支援、災害ボランティアセンター運営支援など市町村の所管する業務を緊急支援隊が支援することもありうる。
このように緊急支援隊の活動は、平時の業務とは異なる非常時での従事で、危険を伴うことも予想されることから、その安全確保の一環として足元を守る安全靴の配備を行う。
＜安全靴の配備計画＞

○整備数　:　400足　登録されている緊急支援隊は380名であり、発災時に速やかに活用できるようあらかじめ確保しておくが、各種サイズがあるため想定数に余裕を持たせ400足とする。　
○配備場所： 5圏域に分散配備する。（本庁、西濃・中濃・東濃・飛騨の各振興局）
	圏　域
	本庁・岐阜
	西濃
	中濃
	東濃
	飛騨
	計

	数量（足）
	213
	44
	55
	44
	44
	400


○配備計画：　　
　　　　
　　　　　　　　　　
	２　所要経費


　
緊急支援隊用安全靴整備事業費　2,898千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,898
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,898

	決定額
	2,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,800


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
大規模災害発生時に緊急支援隊として被災地へ派遣される県職員に対し、安全確保のために必要となる安全靴を速やかに配給するため、あらかじめ必要数量を確保し配備しておく。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	安全靴の配備数
	　
（H　）
	（H　）
	（H　）
	0足
（H24）
	400足
（H25）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	大規模災害時において、岐阜県は市町村支援に係る広域調整を行う役割があり、そのため県職員で構成される「緊急支援隊」を市町村災害対策本部や現地に派遣することとしている。

そのため、緊急支援隊の業務は、屋内外、避難所、災害現場等において様々な業務が想定される。さらに、避難所運営支援、災害ボランティアセンター運営支援など市町村の所管する業務を緊急支援隊が支援することもありうる。

このように緊急支援隊の活動は、平時の業務とは異なる非常時での従事で、危険を伴うことも予想されることから、その安全確保の一環として足元を守る安全靴の配備を行う。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
安全靴は、大規模災害時において緊急支援隊が速やかに対応できるよう各圏域にあらかじめ配備しておくが、実際に安全靴を使用する場合は、緊急支援隊員のサイズに合った安全靴が配給されるよう圏域間で調整が必要となる。この調整ができない場合は、追加で不足するサイズを購入する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　安全靴を調達する初年度にあっては、緊急支援隊に登録された職員の実サイズを参考に整備するとともに、後年度の人事異動に伴う緊急支援隊の登録更新時には、靴サイズも合わせて確認・調整を行い、発災時の迅速な対応に備える。


